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自然エネルギーの最新状況：風力発電
世界の風力発電導入量（年、トータル） 2014年末合計：3億6,953万kW	
  

2014年の導入量：5,147万kW

source:	
  	
  世界風力エネルギー会議（GWEC）,	
  2015年2月10日)にJREF加筆
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2014年10月末合計：約280万kW	
  

2014年度（10月末まで）導入量：9万kW	
  
FiT導入後むしろ停滞

ご参考）日本の風力導入量（年度）

source:	
  	
  世界風力エネルギー会議（GWEC）,	
  2015年2月10日)にJREF加筆

source:	
  	
  NEDO、METI資料よりJREF作成
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自然エネルギーの最新状況：太陽光発電
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2014年末合計予測：約1億8,300万kW	
  

2014年の導入量予測：約4,300万kW

約183,000
MW

source:	
  	
  欧州太陽光産業協会（EPIA）2014年,	
  IHS	
  2015年1月報告書よりJREF作成
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source:	
  報道、資源エネルギー庁資料などより作成

2014年10月末合計：約1,850万kW	
  

毎月70万kW以上の導入があることから2014年度は900万kW以上？
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世界の太陽光発電導入量	
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自然エネルギーの最新状況：コスト
自然エネルギー発電技術の地域別加重平均発電原価2012年

FIGURE 2.1: TYPICAL LCOE RANGES AND WEIGHTED AVERAGES BY REGION FOR RENEWABLE POWER GENERATION TECHNOLOGIES, 2012 
Note: All LCOE data assume a 10% cost of capital. The large coloured bars represent the typical LCOE range by technology and the coloured horizontal 
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現在の化石燃料による発電価格幅
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source:「RENEWABLE	
  ENERGY	
  GENERATION	
  COST	
  IN	
  2014」、2015年1月	
  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際再生可能エネルギー機関（IRENA）

• すでに自然エネルギーのほとんどが、化石燃料による発電と同じかより安いコストで発電している。	
  
• 今後、さらなる価格低下が予測される。　　　　　　　　　　　　　（国際再生可能エネルギー機関、2015年1月）

2014年と2025年：自然エネルギー発電技術毎の発電原価幅の比較

30円

20円

10円

4



自然エネルギーの最新状況：コスト

世界の太陽光の導入量と太陽光パネルの価格	
  

2000年−2014年	
  
2014年USドル/Wp

結晶パネルの平均世界価格（USD/Wp)

百万W

太陽光発電の合計導入量（百万W）

200

75％の低下

• 世界の多くの地域で、自然エネルギーは、化石燃料による発電と同じか、より安く発電をしている。	
  
• 自然エネルギーのコストは急激に低下。特に太陽光発電のコストは、過去5年間で75％も低下。	
  
• この価格低下が、大規模導入を加速している。　　　　　（国際再生可能エネルギー機関、2015年1月）

source:「RENEWABLE	
  ENERGY	
  GENERATION	
  COST	
  IN	
  2014」、2015年1月、	
  

source:「RENEWABLE	
  ENERGY	
  GENERATION	
  COST	
  IN	
  2014」、2015年1月	
  
　　　　　　　　　　　　　　　　　国際再生可能エネルギー機関（IRENA）

大規模太陽光発電と陸上風力発電の	
  

導入コスト、設備利用率、発電原価の幅	
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6

• 2015年1月26日より、固定価格買取制度
の運用の見直しが施行された。東電・関
電・中電以外の7電力会社を指定電気事
業者とし、自然エネ電力の無制限無補償
出力抑制が実施できるように。	
  

• 指定電気事業者は、出力抑制について
は、見通しと説明を求められる。4月に
立ち上がる広域的運用推進機関が監視を
行うこととなる。	
  

• 2015年1月より、総合資源エネルギー調
査会基本政策分科会にて、2030年のエネ
ルギーミックス「長期エネルギー需給見
通し」を議論。自然エネについては、新
エネルギー小委員会で目標値を議論。	
  

• 国民負担を理由に、自然エネの拡大に否
定的な意見。目標値も低く、風力発電で
は産業界が3600万kW以上を掲げる一方
で政府は1200万kWが限度という立場。

系統連系議論と目標値

source:　新エネルギー小委員会資源エネルギー庁2015年2月3日資料より

10

自然エネルギーの検討状況：政府審議会　目標値

19



そもそもの算定条件に問題はないか？-“接続可能量”の算定方式

自然エネルギー導入可能量算定について

Source:  経済産業省「総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー部会　系統ワーキンググループ」、2014年12月16日　 1



今までの考え方では、	
  
軽負荷時に下方調整力が不足する	
  
として、風力発電の導入量を制限

8
Source:  「風力発電連系可能量確認ワーキンググループ・とりまとめ報告書」、電力系統利用協議会 ESCJ、2012年10月　

需要は2013年以降

ベースロード供給力は、2010年以前30年間の平均設備利用率ｘ設備容量

そもそもの算定条件に問題はないか？-“接続可能量”の算定方式

自然エネルギー導入可能量算定について

2



そもそもの算定条件に問題はないか？　-結果・原子力の供給力

大間・島根3：稼働前の原発を参入
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1970年 

1972年

Source:  経済産業省「総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー部会　系統ワーキンググループ」、2014年12月16日　

Sou

原発が最低負荷時に50％を超している

自然エネルギー導入可能量算定について

[

3



太陽光・風力の発電量を過大算定する推計手法
毎月の上位2日目（２σ）の発電量が	
  
晴れの日にいつも発生すると想定	
  

　　	
  

国際的には、実績値の時系列データの利用が推奨されている
第3回系統WG九電資料

自然エネルギー導入可能量算定について

9



そもそもの算定条件に問題はないか？　-地域間連系線の活用率が低い

Source: 「各地域間連系設備の運用容量算定結果　平成26年度」、電力系統利用協議会（ESCJ）、2014年4月　

自然エネルギー導入可能量算定について

7



地域間連系線の活用は連系線容量の5−16％
連系線活用は、系統WGの課題にあげられていたが、	
  

今回は殆ど検討されていない。

第4回小委員会資料

「見直し方針」で今後の検討課題にあげているが、
確実に検討が進むよう監視が必要

自然エネルギー導入可能量算定について

8



（1）電力会社が無制限の出力抑制を無補償で行える仕組み	
  

　　実際の抑制の有無に関わらず事業リスクを高めるものとなりうる

・既存の仕組みでも、30日（720時間）＝８％まで、無償で出力抑制で
きるという、異例の制度	
  

・エネ庁は、「実際には出力抑制はおきない」というが、なぜそれな
ら、指定電気事業者制度が必要なのか？	
  

・この制度を入れても、ファイナンスに支障が起きないことを金融機
関に確約させられるのか？

自然エネルギー導入可能量算定について

指定電気事業者制度の問題点

10



自然エネルギー導入可能量算定について

出力抑制の見通し by 電力会社
実績に基づく運用見通しでは100万kW追加で16%。しかし、接続可能量の算定方法では39％

Source:  経済産業省「総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー部会　系統ワーキンググループ」、2015年3月4日より
日経BPが作成したもの   http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20150304/407380/?SS=imgview_msb&FD=-1775472052 11

http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20150304/407380/?SS=imgview_msb&FD=-1775472052


自然エネルギー導入可能量算定について
出力抑制の見通し by 太陽光発電協会

・九州電力の例2パ
ターン。	
  
・九州電力が公表し
た抑制率（追加量
300万kW・2013年度
実績ベース）である
36％に対し、ほぼ同
一条件でも、13.0％
にとどまる。	
  	
  

・そして現実的な原
発の導入量を想定す
れば、さらに過剰抑
制が回避される。

1．ベースロード電源477万kWの例

2．ベースロード電源270万kWの例

Source:	
  	
  「系統接続制約問題の影響度を判断するための『出力制御シミュレーション』について」、太陽光発電協会、2015年3月5日 12



　　 
各国・地域の実際の出力抑制の割合（2013年） 

　　　

自然エネルギー導入可能量算定について

13



17

ドイツ、デンマーク、スペイン	
  
全電力消費に占める	
  

変動型自然エネルギーの割合
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目標：	
  
自然エネ電源全体で	
  
2020年に40-­‐45%	
  

2035年までに55-­‐60%

目標：2020年までに風力だけで50%
目標：	
  

自然エネ電源全体
で2020年に40%

各国：変動型自然エネルギー導入状況

source:	
  ドイツ・AG	
  Energiebilanzen	
  e.V.、デンマーク・energinet.dk、
スペイン・REE資料より、自然エネルギー財団作成

2013年欧州各国	
  

年間総発電電力量に占める	
  
変動型自然エネルギーの割合

source:	
  IEA,	
  Electricity	
  InformaZon	
  2014より、自然エネルギー財団作成
7 18

http://energinet.dk


ニューヨークの系統運用機関も風力を最優先で活用

15

カリフォルニア州独立系統運用機関(CAISO)

スペイン 

再生可能エネルギー監視制御センター

東京電力中央給電指令室（同社HPより）



日本は、接続可能量が少ないので目標値も低くなる

自然エネルギーの検討状況：世界の目標値

16
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自然エネルギーの検討状況：風力目標値

稼働中とアセス段階ですでに	
  

2020年に1000万キロワット。	
  

政府見込みは2030年に1000万強。

20

source:　新エネルギー小委員会資源エネルギー庁2015年2月3日資料より



自然エネルギー目標：環境省への圧力

17



2210 18

自然エネルギー目標：環境省への圧力
系統連系議論と目標値：環境省と経産省の試算の差



	
  日本のあるべき自然エネルギー目標	
  by	
  JREF

12

2030年度の電力需要	
  ：7725億kWh　（省エネ2010年度比30%）	
  
自然エネルギー：3500億kWh・電力の45%	
  

天然ガス発電：2400億kWh、コージェネレーション	
  :	
  1600億kWh

Source:	
  「日本のエネルギー転換戦略の提案−豊かで安全な日本へ」、自然エネルギー財団、2015年2月18日　hTp://jref.or.jp/acXviXes/reports_20150218.php

http://jref.or.jp/activities/reports_20150218.php


	
  日本の省エネルギーの状況：政府審議会

source:　『2014年エネルギー白書』データより作成

918$
927$

960$

926$

897$

931$

884$
875$

820$

840$

860$

880$

900$

920$

940$

960$

980$

2005$ 2006$ 2007$ 2008$ 2009$ 2010$ 2011$ 2012$

電灯電力使用電力量の推移
日本のエネルギー効率	
  

実質GDPあたりのエネルギー供給量（推移）

実際には、1991年頃からほとんど改善されてない

• 震災以降、電力消費量は日本全体で約８％下がり、現在もその状況を継続中。	
  
• 一方で、日本のエネルギー効率はここ25年間改善していない。

source:　総合資源エネルギー調査会大16回基本政策部会、
資源エネルギー庁資料、2015年1月30日に加筆

10億kWh

？
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  日本のあるべき自然エネルギー目標	
  by	
  JREF

Source:	
  「日本のエネルギー転換戦略の提案−豊かで安全な日本へ」、自然エネルギー財団、2015年2月18日　hTp://jref.or.jp/acXviXes/reports_20150218.php

• 現在の系統モデルで検証したところ、充分導入可能
自然エネルギー3,500億kWh	
  『JREF	
  SWITCHモデル』

http://jref.or.jp/activities/reports_20150218.php


	
  日本のあるべき自然エネルギー目標	
  by	
  JREF

Source:	
  「日本のエネルギー転換戦略の提案−豊かで安全な日本へ」、自然エネルギー財団、2015年2月18日　hTp://jref.or.jp/acXviXes/reports_20150218.php

• 「ベースロード」に固執すると、再エネの導入を妨げるおそれがある

http://jref.or.jp/activities/reports_20150218.php


そもそもの算定条件に問題はないか？　-結果・原子力の供給力
原子力の廃炉スケジュール

40年廃炉の原則を守れば 

原発の占める割合は 

2030年に11% 

新設2基が動いても13％

自然エネルギー導入可能量算定について

4



source:  Fraunhofer ISE, 2015

今年1月の第2週。	
  

風力と太陽光(グレーとオレンジ	
  )	
  	
  

15GW	
  以上を供給。バイオマスが	
  8.5GW。	
  水
力がその他を供給し、3分の1。

ご参考）ドイツ：変動型自然エネルギー導入状況

9 27



2014年、自然エネルギーは、
独電力需要の27.8％を供給。

(太陽光だけで5%以上) 

ご参考）ドイツ：自然エネルギー導入議論

28

太陽光や風力、水力は、長期的にみて、	
  
電力の４％以上を供給できないのです	
  

by　ドイツ大手電力会社	
  in	
  1993年7月	
  

今や27％を誇るドイツも20年前は同じ議論が



30

自然エネルギーの検討状況：政府審議会　コスト検証

source:　発電コスト検証ワーキンググループ（第２回会合）	
  、資源エネルギー庁、2015年3月3日資料より

「再エネの導入にかかる費用」として火力発電揚水発電の費用なども入れるのであれば、現在原子力が止まっ
ていて再稼働を待っているのにかかっている費用もすべて調整電源として算入すべきでは？

21
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ドイツ：太陽光はグリッドパリティに

c€/kWh

2004	
  2005	
  2006	
  2007	
  2008	
  2009	
  2010	
  2011	
  2012	
  2013	
  2014	
  

Source:	
  FronXer	
  economics/ewi,	
  VIK	
  +	
  Tomas	
  Kaberger

屋根置太陽光

地上置太陽光

一般家庭用電気料金

大口需要家平均電気料金

固定価格の低下と電力料金推移（2004−2014）
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Source:	
  木村啓二、自然エネルギー財団,	
  2014年12月

日本：太陽光はすぐにグリッドパリティに

6
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日本：自然エネルギーに競争力を

Source:	
  木村啓二、自然エネルギー財団,	
  2015年3月
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家庭の賦課金は2031年以降急速に減少

2030年度の電力需要	
  ：7725億kWh　（省エネ2010年度比30%）	
  
自然エネルギー：3500億kWh・電力の45%	
  

天然ガス発電：2400億kWh、コージェネレーション	
  :	
  1600億kWh

2014年度200円⇒2030年620円	
  
⇒2035年360円⇒2040年140円
※電力45％を供給するためのコスト

日本：自然エネルギーは将来への投資

Source:	
  『日本のエネルギー転換戦略の提案　ー豊かで安全な日本へ−』、自然エネルギー財団、2015年2月
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　自然エネルギー財団：太陽光発電事業者へのアンケート・結果	
  

	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  (2015年2月26日発表:	
  	
  http://jref.or.jp/activities/reports_20150226.php）	
  

1. 固定価格制度が競争やサービスや技術向上をもたらした	
  

3. しかし、8割以上が市場は縮小すると考えている	
  

5. 市場に対する不安は、	
  
政策の不安定性からもたらされている	
  

　　　	
  
　　　・固定価格の見通しのなさ	
  
　　　・自然エネルギー目標の不在	
  
　　　・系統連系 大きく	
  

縮小する	
  

48％
少し縮小する

日本：事業者の不安は政策の不在

もっと拡大する

5％5％ 5％

少し	
  
拡大する	
  

4％
現状維持	
  

9％	
  



日本は
化石燃料と原子力に限っていえば
全エネルギーを輸入に頼る
「資源小国」である



自然エネルギーについていえば
地域エネルギー資源を

有効利用できる「資源豊かな国」だ
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FiT下で購入された再エネは付加価値を認めない-二度売りの禁止

ご参考）消費者選択の不自由・再エネ表示の禁止

Source:  経済産業省「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会部会電力システム専門委員会制度設計ワーキンググループ」、2014年10月30日　15 18
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FiT下で購入された再エネは付加価値を認めない-二度売りの禁止

ご参考）消費者選択の不自由・再エネ表示の禁止

Source:  経済産業省「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会部会電力システム専門委員会制度設計ワーキンググループ」、2014年10月30日　16 18
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再エネ表示・海外では：英国　Power Disclosure

ご参考）消費者選択の不自由・再エネ表示の禁止

英国では、2005年より、
Ofgemが、小売り事業者に対
して、消費者に、電力料金票
と共に、発電に要した燃料ミッ
クスを明らかにした情報を送
付する事を求める規制を出し
ている。	
  

The	
  Electricity	
  (Fuel	
  Mix	
  
Disclosure)	
  Regulations	
  2005	
  (SI	
  
No.	
  391),	
  the	
  Regulations	
  
implement	
  Article	
  3(6)	
  of	
  
Directive	
  2003/54/EC

17 18
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再エネ表示・海外では：ドイツ

ご参考）消費者選択の不自由・再エネ表示の禁止

■ 98年電力自由化後に新規参入した企業は
100社程度あったが、託送料金の高止まり
等によってその多くは撤退し、自然エネ
専門に扱うのは主に4社のみ。	
  

■ 電気代の領収書には、電力会社のメニュー
毎に電源内訳の表示や、CO2排出量・放射
性廃棄物量の明記があり、消費者は料金
以外の付加価値で小売事業者を選択でき
る。	
  

■ 小売事業者が供給する電力のうち、50%以
上が自然エネルギーによる電力で、且つ
20%以上が風力又は太陽光による電力の場
合は、FITの賦課金が一部免除（2セント
ユーロ）されていた（再生可能エネルギー
法2012年第39条　グリーン電力特権。そ
の後、2014年改正で廃止）。	
   出典）ドイツE.ONウェブサイトより（法EnWG第42条の義務に基づく表示）

4018

41 41

FiTで	
  
買われた電力で	
  
あることを明記
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再エネ表示・海外では：米国　Fuel Mix Disclosure, Power Source Disclosure

ご参考）消費者選択の不自由・再エネ表示の禁止

米国では、いくつかの州で、Fuel	
  Mix	
  Disclosure、あるいは、Power	
  Source	
  Disclosureと呼ばれ
る、電力会社や小売り事業者に対して、発電源や二酸化炭素排出情報を明らかにする規制が
とられている。

発電源構成証明（fuel	
  mix	
  disclosure）;	
  カリフォルニア、コロラド、デラウェア、フロリダ、
ハワイ、ペンシルバニア、ワシントン	
  

発電源構成と排出情報証明（fuel	
  mix	
  and	
  emission	
  disclosure）；コネチカット、ワシントン
DC,	
  イリノイ、アイオワ、メイン、メリーランド、マサチューセッツ、ミシガン、ミネソタ、
ネバダ、オハイオ、オレゴン、ロードアイランド、テキサス、ヴァージニア	
  

環境情報証明（environmental	
  information	
  disclosure,	
  environmental	
  disclosure	
  program,	
  fuel	
  mix	
  

and	
  environmental	
  characteristics	
  disclosure)；ニュージャージー、ニューヨーク、ニューハン
プシャー

19 18
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再エネ表示・海外では：米国　カリフォルニア州

ご参考）消費者選択の不自由・再エネ表示の禁止

1997年　Senate	
  Bill	
  1305：すべての小売り事業者に
「消費者に対して、使用されるエネルギーについて
の、正しく、信頼でき、分かり安い情報を提供する
こと」を求める　	
  
　　　　　（Public	
  Utilities	
  Code	
  Section	
  398.1(b)）

小売り事業者は、カリフォルニア・エネルギー・コ
ミッション（CEA）が作った「電力内容ラベル」と
よばれるフォーマットを使うことが求められる。右
は、AB	
  162といわれるフォームの例。電力会社も、
どのようなエネルギーミックスで発電しているのか
CEAへ提出が求められる（一般も閲覧可）。

20 18
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